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免責条項　
本報告書で記述されている通期の業績見通しなど将来についての事項は、予期しない経済状況の変化など様々な要因の影響を受けるため、その結果については当社が保証するものではありません。
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1）第38期より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準第5号　平成17年12月9日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に
関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第8号　平成17年12月9日）を適用しております。

2）平成17年11月18日付けをもって普通株式1株につき2株の割合をもって分割しております。なお、第37期の1株当たり当期純利益及び1株当たり純資産は、期
首に分割が行われたものとして計算しております。

（注）

1日からでもレンタル可能。
イベントブースから応急仮設住宅まで
お客様のニーズにあわせた製品を提供します。

世界的な金融危機の中、企業収益の悪化に伴う設備

投資の抑制などにより、建設着工高が減少し、建設現場向

けユニットハウスの受注が厳しい状況で推移しました。その

結果、今期のレンタル料収入は11,094百万円（前年同期

比5.6%減）と総じて厳しい結果となりました。

今後も、主力の建設現場向けレンタルのシェア拡大と新

たな需要の創出に向けて、新規顧客への営業を強化して

いきます。

ユニットハウスのレンタル

オフィス、店舗、教育・保育施設、倉庫など
さまざまなシーンで
ユニットハウスが活躍しています。

景気減速による設備投資抑制が影響し、主力製品で

あるQuoを中心とした店舗・事務所向けの販売は低調で

したが、倉庫・休憩所・詰所向けのMini Houseの販売が

好調であったことおよび大型物件の受注により、販売収

入は5,076百万円（前年同期比5.9%増）となりました。

今後も、市場ニーズに合わせた製品の開発とともに、主

力製品であるQuoの販売強化に努めていきます。

ユニットハウスの販売
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